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ヒ 単産業は、 プラスチック。 合成ゴムなどの 石油化学製品をはじめ、 写真フィルムやタイヤ。 半導体。 

液晶ディスプレイ 材料といった 機能性化学品など、 広範な分野において 素材や最終製品を 供給している。 なかでも、 

液晶 ヂィ スプレイ用材 企業が世界市場で 高 、 ンエ アを占めており、 前者が 

約 73.5% 。 ( 市場規模 約 ) となっている     冬年半導体データブック ( 電 

子 ジャーナル ぬ 、 富士キメラ 総 。 2003 年における 当 

荷 額は約文． 8 兆円 ( 全製造業   9%) 、 サ % 刃ロ 価ィ 産額 @ 

%) で、 わが国の主要産業の 一つとなっている ( 経済産業省「工業統計表」 )" 貿易について 

㏄ 年 までに輸出額は 約 8   倍 ) 、 輸入額は約 

    しており。 却 ㈱年において 貿易黒字を計上している ( 財 
こうした状況にあ る一方で。 わが国の化学産業は。 自動車、 鉄鋼、 半導 

成功を収めた 経験が乏しく、 十分には強い 国際競争力を 持っていないと 評されてきた ( 伊丹 他 

伊丹らは。 化学産業の特徴として、 技術蓄積が研究室で 行われる割合が 高いこと、 化学反応の発見に よ り 

転換が起きやすいこと 等を挙げている。 また。 国際競争力が 十分でない要因として。 企業規模が相対的に 小 

さいこと、 化学分野の技術者の 供給が欧米比較で 劣位にあ ること等に注目している。 

伊丹らが指摘している。 国際競争力士の 問 点 、 としての企業規模の 相対的な小ささは、 戦後政府がとった 産業政 

策と深く関連している。 相対的に企業規模が 小さいということは、 イノベーションにどのよう @ こ 影響しているだろ 

うか。 本研究では、 企業規模がイノベーションにもたらす 影響について、 質問票調査から 取得したデータを 用いて 

統計的な分析を 行 う ことを通して 明らかにする。 

．先行 
イノベーションと 企業規模の関係について、 イノベーションの 主要な担い手を 独占的な大企業であ るとする 

) の 仮説は、 イノベーションの 決定要因と て 企業規模と市場集中度の 二つの要因を 示唆して 

いる。 これらの要因をめぐる 先行研究については、 臥羨鍵 (Tg ) が浩禰 な文献レビューを 行っている " 

ると、 企業規模が大きいほどイノベーションを 実現しやすいとする 仮説の根拠としては、 Ⅰ ) 大企業の 

金を豊富に利用できること、 (2) 研究開発における 規模の経済が 作用ずること、 [3) 生産量が大きい 

ほど研究開発に 対する期待収益率が 高くなること、 ㏄ ) 大企業は生産設備や 販売網などの 補完的資産の 保有におい 

て 有利であ ること、 (5) 経営が多角化している 大企業では予想しなかった 発明を自社内で 利用できる可能性があ る 

こと、 等が指摘されてきた。 一方、 これに対立する 仮説の根拠は、 い ) 企業規模が大きくなるほど 過度の官僚制的 

な統制などにより 研究開発を効率的にコントロールすることが 難しくなること、 (2) 個々の研究者のインセンティ 

ブが損なわれる 傾向があ ること、 等に戒められてきた。 

この仮説については、 様々な実証研究による 検証が試みられてきた。 例えば、 C 

業 センザスのデータを 用いて、 企業全体の規模と 主要製品分野におけるビジネス 
分析を行い、 イノベーションの 代理指標として 用いられた研究開発集約 度 には企業全体の 規模が影響していること 
を 示した。 また、 水田。 後藤は 998) ほ 、 プロダクト。 イノベーションとプロセス。 イノベーションを 区分した分 

析を行い、 プロダクト。 イノベーションには 主要製品分野の 規模のみが影響する 一方、 プロセス。 イノベーション 

には企業全体の 規模も影響していることを 示した。 

以上のように、 実証研究においては 企業全体の規模ばかりでなく、 主要製品分野における 事業所の規模を 考慮し 
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た 分析が行われている。 本稿でも。 企業全体および 事業所レベルでの 分析を行       

分析に使用するデータは、 2006 年 2 月に実施した 調査により取得したものであ る " 前述のとおり、 化学 

産業がカバーする 分野は広範にわたる。 そのため、 本調査では化学産業の 中でも主に石油化学製品の 研究 

開発を行っている 事業所を対象にしている。 

調査対象の母集団は。 石油化学製品に 関する研究開発を 実施して 究所 および研究開発 

部門等の事業所を 想定し、 重化学工業通信社『日本の 石油化学工業 仕ア全国試験研究機 

母集団に含まれると 考えられる事業所 6 件を抽出した。 調査は郵送 法 により実施した。 調 

件 が調査時点で 研究開発を実施してい 、 等の理由により 母集団に含まれないことが 明らか 

になった。 母性度の対象事業者数は 392 件で。 そのうち 件の事業所から 有効な回答が 得られた ( 回答 

率 W  ぷ 九 ) 。 

e ぬ ぎの仮説においてイノベーションの 決定要因の エ つとして示唆されている 企業 規 

模 に注目した分析を 行う。 まず、 研究開発の阻害要因に 関する分析を 行い問題の把握を 行 う 。 つぎにその 問題がどのような 要因によって 引き起こされているのかについての 検討を行 フ > 

研究開発を妨げる 要因として想定される㈹ 項目について、 過去 8 年間に回答者の 所属する 

究 開発部門ではどの 程度あ てはまるかを 5 点尺度のリッカ 一汁。 スケールで回答してもらった 

は 、 表 1 の通りであ る。 ここでは、 規模の変数として 企業全体の従業員数と 回答事業所の 研究 

し 、 ザンプル数の 制約から各々の 変数の平均値を 基準にサンプルを「大規模」と「小規模」に 二分した。 

表 

260 269 

253 269 

研究開発人材の 不足 336 338 

%70 256 

市場 箔 報の不足 297 331 

注 2: 規模 は 各変数の平均値以上，未満を 基準に分類し ナご 。 全 社従業鼻の平均値 =39 ㏄ 人 、 研究所・研究部門研究者の 平均健二 l22 人。 

分析の結果、 全従業員規模でみた 場合には、 「市場情報の 不足」について 規模間に有意な 格差が認められ 

た " すが ねち、 「市場情報の 不足」に対する 回答スコアは、 中小規模企業よりも 大規模企業のほうが 高かっ 

た 。 研究所。 研究開発部門の 研究者規模でみた 場合には、 「研究者の自由な 連携の不足」ついて 規模間に有 

意 な差がみられた ，また、 「研究者の士気の 不足りについては、 io%/M 未満で有意水準 は 低いものの。 天親 

模 事業所のほうの 回答スコアが 高いことが明らかになった。 

する分析 
つぎに、 研究開発の阻害要因について、 全従業員規模でみた 場合に規模間格差のあ った「市場情報の 不 
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ぅ でないグル @ プよりも 簗 立した 

研究開発施設」の 中に研究所。 研究開発部門があ る割合が高いということを 示している。 

。 ソ 

以上の分析結果 力 、 ら 、 企業規模およ 、 研究開発の阻害要因に 影響していることが 明ら 力 、 @ こ 

なった。 研究開発の阻害要因にみられ @ こ 対立する結果を 示している。 すなわち " 規模が大 

きいことによる 弊害がみられた。 企業規模が大きくなるほど 職能分化が進み。 他の業務部門との 

研究開発における 必要な情報の 不足といった 事態をもたらすであ ろう。 また。 企業の大規模 ィヒ @ こ 

業 部に自由裁量をもたぜる 一方で。 経営 の 分断や セタ ショナリズムを 促し。 研究者同士の 自 

大規模な研究所。 研究開発部門では、 独立した研究開発施設をも 日頃 向 があ り、 こ 

ている -- 因 といえよ う 。 さらに。 大 規奉 蓑組織では、 個々の研究者のインセンティ 

いるということができるであ ろう。 

化学産業においては、 国際競争力が 劣位にあ る要図として 企業規模が相対的に 小さいことが 指摘されてきた。 この 

点を踏まえて。 本稿でほ、 企業規模およ 究所 。 研究開発部門の 規模がイノベーション こ 及ぼす影響についての 検討を行っ 

た 。 その 企業全体においても 事業所レベ 似 こおいても規模が 相対的 @ こパ 、 さい @ ま う ヵ ; 、 大きい場合よりも 研究開発の効率 

ほ ついて であ ることが示された。 つまり、 相対的に規模； ; パ 、 さいことは。 研究開発の効率を 妨げるものではなも、 という 

ことであ る。 研究開 率 以外のイノベーションの 阻害要因として。 製品化の効 可能性が考えられる。 これらに っ 

いての検討は 今後の 

本研究は。 科学研究費補助金による 若手研究 8  ㈲ モ究 代表者 : 篠崎 香 # 翰 および北陸 先 立掛汁 学 技を協 穏住許院 大学 2 五世紀㈱ 圧 

プロバラムの 一環として実施されたものであ る " 
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